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議案第１０４号 

小田原市建築基準条例の一部を改正する条例 新旧対照条文 

 

○小田原市建築基準条例（平成１５年小田原市条例第３０号）（抄） 

 

改  正  後 改  正  前 

（路地状敷地） （路地状敷地） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 耐火建築物等（耐火建築物、準耐火建築物

及び法第２７条第１項（同条第４項の規定に

よりみなして適用する場合を含む。）の規定

に適合する特殊建築物をいう。第１２条にお

いて同じ。）以外の建築物で延べ面積（同一

敷地内に２以上の建築物がある場合には、そ

れらの延べ面積の合計をいう。次条において

同じ。）が２００平方メートルを超えるもの

の敷地に対する前項本文の規定の適用につい

ては、同項の表中「２メートル」とあるのは

「３メートル」と、「３メートル」とあるの

は「４メートル」とする。 

 

２ 耐火建築物等（耐火建築物、準耐火建築物

及び法第２７条第１項の規定に適合する特殊

建築物をいう。第１２条において同じ。）以

外の建築物で延べ面積（同一敷地内に２以上

の建築物がある場合には、それらの延べ面積

の合計をいう。次条において同じ。）が

２００平方メートルを超えるものの敷地に対

する前項本文の規定の適用については、同項

の表中「２メートル」とあるのは「３メート

ル」と、「３メートル」とあるのは「４メー

トル」とする。 

 

（共同住宅等の階段） （共同住宅等の階段） 

第１５条 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に

供する木造建築物等で、その２階における居

室の床面積の合計が５０平方メートルを超え

る場合においては、２階から避難階又は地上

に通ずる２以上の直通階段を設けなければな

らない。ただし、当該建築物等の居室及び居

室から地上に通ずる主たる廊下、階段その他

の通路の壁及び天井の室内に面する部分の仕

上げを準不燃材料とした場合は、この限りで

ない。 

第１５条 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に

供する木造建築物等（主要構造部を耐火構造

とした建築物又は準耐火建築物を除く。）

で、その２階における居室の床面積の合計が

５０平方メートルを超える場合においては、

２階から避難階又は地上に通ずる２以上の直

通階段を設けなければならない。ただし、当

該建築物等の居室及び居室から地上に通ずる

主たる廊下、階段その他の通路の壁及び天井

の室内に面する部分の仕上げを準不燃材料と

した場合は、この限りでない。 

２ 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供する ２ 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供する
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建築物のうち、主要構造部が不燃材料で造ら

れている建築物（準耐火建築物（特定主要構

造部を耐火構造とした建築物を含む。）を除

く。）でその２階における居室の床面積の合

計が１００平方メートルを超える場合におい

ては、２階から避難階又は地上に通ずる２以

上の直通階段を設けなければならない。ただ

し、当該建築物等の居室及び居室から地上に

通ずる主たる廊下、階段その他の通路の壁及

び天井の室内に面する部分の仕上げを準不燃

材料とした場合は、この限りでない。 

建築物のうち、主要構造部が不燃材料で造ら

れている建築物（主要構造部を耐火構造とし

た建築物又は準耐火建築物を除く。）でその

２階における居室の床面積の合計が１００平

方メートルを超える場合においては、２階か

ら避難階又は地上に通ずる２以上の直通階段

を設けなければならない。ただし、当該建築

物等の居室及び居室から地上に通ずる主たる

廊下、階段その他の通路の壁及び天井の室内

に面する部分の仕上げを準不燃材料とした場

合は、この限りでない。 

３ （略） 

 

３ （略） 

 

（共同住宅等の主要な出口） （共同住宅等の主要な出口） 

第１６条 （略） 第１６条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項の建築物が開口部のない耐火構造の

床又は壁で区画されている場合においては、

その床又は壁により分離された部分（以下こ

の項において「区画部分」という。）は、第

１項の規定の適用については、それぞれ別の

建築物とみなす。ただし、区画部分の主要な

出口から道路に通ずる敷地内通路のうち、そ

れぞれの区画部分の共用の部分の幅員につい

ては、共用に係る区画部分を一の建築物とみ

なして同項第１号の規定を適用する。 

 

３ 第１項の建築物が開口部のない耐火構造の

床又は壁で区画されている場合においては、

その区画された部分（以下この項において

「区画部分」という。）は、第１項の規定の

適用については、それぞれ別の建築物とみな

す。ただし、区画部分の主要な出口から道路

に通ずる敷地内通路のうち、それぞれの区画

部分の共用の部分の幅員については、共用に

係る区画部分を一の建築物とみなして同項第

１号の規定を適用する。 

 

（長屋の構造） （長屋の構造） 

第２０条 （略） 第２０条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 前２項に規定する基準の適用上一の建築物

であっても別の建築物とみなすことができる

部分として政令第１０９条の８で定める部分

が２以上ある建築物の当該建築物の部分は、

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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これらの規定の適用については、それぞれ別

の建築物とみなす。 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

（構造） （構造） 

第２２条 （略） 第２２条 （略） 

２ 前項に規定する基準の適用上一の建築物で

あっても別の建築物とみなすことができる部

分として政令第１０９条の８で定める部分が

２以上ある建築物の当該建築物の部分は、同

項の規定の適用については、それぞれ別の建

築物とみなす。 

 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿ 

 

（棚状寝所を有するホテル及び旅館の構造） （棚状寝所を有するホテル及び旅館の構造） 

第２４条 ホテル又は旅館の用途に供する建築

物で、棚状寝所を有する宿泊室の床面積の合

計が１５０平方メートルを超えるものは、主

要構造部を１時間準耐火基準に適合する準耐

火構造（特定主要構造部が耐火構造である場

合を含む。）としなければならない。 

第２４条 ホテル又は旅館の用途に供する建築

物で、棚状寝所を有する宿泊室の床面積の合

計が１５０平方メートルを超えるものは、主

要構造部を１時間準耐火基準に適合する準耐

火構造としなければならない。 

２・３ （略） 

 

２・３ （略） 

 

（マーケットの出口及び通路） （マーケットの出口及び通路） 

第３０条 マーケットの用途に供する建築物で

両側に構えのある屋内通路は、その幅を

２．５メートル以上としなければならない。 

第３０条 マーケットの用途に供する建築物で

両側に構えのある屋内通路は、その幅を

２．５メートル以上とし、２以上の出口に通

じさせなければならない。 

２ 前項の屋内通路は、２以上の出口に通じさ

せなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

３ （略） 

 

２ （略） 

 

（前面空地及び側面空地） （前面空地及び側面空地） 

第３３条 （略） 第３３条 （略） 

２ 興行場等の用途に供する建築物の特定主要

構造部（屋根を除く。）が耐火構造の場合に

２ 興行場等の用途に供する建築物の主要構造

部（屋根を除く。）が耐火構造の場合には、
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は、前項の前面空地に相当する部分に次に定

める構造の歩廊を設け、又はその部分を第１

号及び第３号に定める構造の寄
より

付
つき

（これに類

するものを含む。）とすることができる。 

前項の前面空地に相当する部分に次に定める

構造の歩廊を設け、又はその部分を第１号及

び第３号に定める構造の寄
より

付
つき

（これに類する

ものを含む。）とすることができる。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

３・４ （略） 

 

３・４ （略） 

 

（屋外への出口） （屋外への出口） 

第３４条 興行場等の客用の屋外への出口の幅

は、１．２メートル以上とし、その幅の合計

は、その出口を使用して避難する客席の床面

積の合計１０平方メートルに、特定主要構造

部（屋根を除く。）が耐火構造の建築物にあ

っては１７センチメートルを、その他のもの

にあっては２０センチメートルを乗じて得た

数値以上としなければならない。 

第３４条 興行場等の客用の屋外への出口の幅

は、１．２メートル以上とし、その幅の合計

は、その出口を使用して避難する客席の床面

積の合計１０平方メートルに、主要構造部

（屋根を除く。）が耐火構造の建築物にあっ

ては１７センチメートルを、その他のものに

あっては２０センチメートルを乗じて得た数

値以上としなければならない。 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（敷地内通路） （敷地内通路） 

第３６条 （略） 第３６条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 特定主要構造部（屋根を除く。）が耐火構

造の興行場等にあっては、第１項の敷地内通

路に相当する部分に、第３３条第２項各号に

定める構造の歩廊を設けることができる。 

 

４ 主要構造部（屋根を除く。）が耐火構造の

興行場等にあっては、第１項の敷地内通路に

相当する部分に、第３３条第２項各号に定め

る構造の歩廊を設けることができる。 

 

（廊下及び広間の類） （廊下及び広間の類） 

第３７条 （略） 第３７条 （略） 

２ 前項本文の規定にかかわらず、その階にお

ける客席の床面積の合計が１５０平方メート

ル（特定主要構造部（屋根を除く。）が耐火

構造のものにあっては、３００平方メート

ル）以下の場合には、同項に規定する客席の

両側に設ける廊下又は広間の類は、片側とす

２ 前項本文の規定にかかわらず、その階にお

ける客席の床面積の合計が１５０平方メート

ル（主要構造部（屋根を除く。）が耐火構造

のものにあっては、３００平方メートル）以

下の場合には、同項に規定する客席の両側に

設ける廊下又は広間の類は、片側とすること
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ることができる。 ができる。 

３・４ （略） 

 

３・４ （略） 

 

（主階が避難階以外の階にある興行場等） （主階が避難階以外の階にある興行場等） 

第４２条 （略） 第４２条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 避難階以外の階に主階がある公会堂又は集

会場の用途に供する建築物（階数が３以下で

延べ面積が２００平方メートル未満のものを

除く。）は、耐火建築物、法第２７条第１項

の規定に適合する建築物（その特定主要構造

部の性能が政令第１０７条各号又は第１０８

条の４第１項第１号イ及びロに掲げる基準に

適合するものに限る。）又は主要構造部を１

時間準耐火基準に適合する準耐火構造とした

準耐火建築物としなければならない。 

３ 避難階以外の階に主階がある公会堂又は集

会場の用途に供する建築物（階数が３以下で

延べ面積が２００平方メートル未満のものを

除く。）は、耐火建築物、法第２７条第１項

の規定に適合する建築物（その主要構造部の

性能が政令第１１０条第２号に掲げる基準に

適合するものに限る。）又は１時間準耐火基

準に適合する準耐火構造とした準耐火建築物

としなければならない。 

４ 前項に規定する基準の適用上一の建築物で

あっても別の建築物とみなすことができる部

分として政令第１０９条の８で定める部分が

２以上ある建築物の当該建築物の部分は、同

項の規定の適用については、それぞれ別の建

築物とみなす。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿ 

５ （略） 

 

４ （略） 

 

（自動車用の出口） 

第４６条 自動車車庫（その用途に供する部分

の床面積の合計が５０平方メートル以下のも

のを除く。以下この節において同じ。）又は

自動車修理工場の敷地の自動車用の出口は、

次の各号のいずれかに面する場所に設けては

ならない。ただし、市長が自動車車庫若しく

は自動車修理工場の規模若しくは周囲の状況

により通行上支障がないと認めて許可した場

合又は消防用自動車の車庫については、この

（自動車用の出口） 

第４６条 自動車車庫（その用途に供する部分

の床面積の合計が５０平方メートル以下のも

のを除く。以下この節において同じ。）又は

自動車修理工場の敷地の自動車用の出口は、

次の各号のいずれかに面する場所に設けては

ならない。ただし、市長が自動車車庫若しく

は自動車修理工場の規模若しくは周囲の状況

により通行上支障がないと認めて許可した場

合又は消防用自動車の車庫については、この
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限りでない。 限りでない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 道路（幅員が６メートル未満のものを除

く。以下この号において同じ。）の交差点

又は曲がり角（その内角が１２０度を超え

るものを除く。）から５メートルの範囲内

の道路の部分 

(2) 交差点（交差する道路の幅員が６メート

ル未満のものを除く。）又は曲がり角（そ

の内角が１２０度を超えるものを除く。）

から５メートルの範囲内の道路の部分 

(3)・(4) （略） (3)・(4) （略） 

２～４ （略） 

 

２～４ （略） 

 

（１階に設ける自動車車庫及び自動車修理工

場の構造） 

（１階に設ける自動車車庫及び自動車修理工

場の構造） 

第４７条 １階に設ける自動車車庫又は自動車

修理工場の用途に供する建築物で、その用途

に供する部分の床面積の合計が１００平方メ

ートル以上１５０平方メートル未満のもの

は、主要構造部を準耐火構造（当該建築物が

主たる用途に従属するものにあっては、特定

主要構造部が耐火構造である場合を含む。）

とし、又は主要構造部である柱及びはりを不

燃材料で、その他の主要構造部を準不燃材料

で造らなければならない。 

 

第４７条 １階に設ける自動車車庫又は自動車

修理工場の用途に供する建築物で、その用途

に供する部分の床面積の合計が１００平方メ

ートル以上１５０平方メートル未満のもの

は、主要構造部を準耐火構造とし、又は主要

構造部である柱及びはりを不燃材料で、その

他の主要構造部を準不燃材料で造らなければ

ならない。 

 

（建築物の一部に設ける自動車車庫等の構

造） 

（建築物の一部に設ける自動車車庫等の構

造） 

第４８条 （略） 第４８条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項に規定する基準の適用上一の建築物

であっても別の建築物とみなすことができる

部分として政令第１０９条の８で定める部分

が２以上ある建築物の当該建築物の部分は、

同項の規定の適用については、それぞれ別の

建築物とみなす。 

 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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（一の敷地内にあるとみなされる建築物に対

する制限の特例） 

（一の敷地内にあるとみなされる建築物に対

する制限の特例） 

第５４条 （略） 第５４条 （略） 

２ 前項第１号及び第２号の建築物について、

第２０条第３項若しくは第４項、第２２条第

１項、第４２条第３項及び第４８条第１項の

規定を適用する場合においては、特定主要構

造部が耐火構造である建築物は耐火建築物

と、法第２条第９号の３イ又はロのいずれか

に該当する建築物は準耐火建築物とみなす。 

 

２ 前項第１号及び第２号の建築物について、

第２０条第３項若しくは第４項、第２２条、

第４２条第３項及び第４８条第１項の規定を

適用する場合においては、主要構造部が耐火

構造である建築物は耐火建築物と、法第２条

第９号の３イ又はロのいずれかに該当する建

築物は準耐火建築物とみなす。 

 

（既存の建築物に対する制限の緩和） （既存の建築物に対する制限の緩和） 

第５６条 法第３条第２項の規定により、第６

条、第７条、第９条、第２６条、第２７条、

第３２条、第３３条又は第３８条の規定の適

用を受けない建築物について、主たる用途に

供する部分以外の部分（対象床面積（政令第

１３７条の２の２第１項第２号に規定する対

象床面積をいう。以下この条において同

じ。）の合計が５０平方メートル以下の場合

に限る。）の増築又は改築をする場合におい

ては、法第３条第３項（第３号及び第４号に

係る部分に限る。以下この条において同

じ。）の規定にかかわらず、これらの規定

は、適用しない。 

第５６条 法第３条第２項の規定により、第６

条、第７条、第９条、第１４条、第１６条、

第２２条、第２３条、第２６条から第２８条

まで、第３２条から第４０条まで、第４７条

又は第４８条の規定の適用を受けない建築物

について、主たる用途に供する部分以外の部

分（床面積の合計が５０平方メートル以下の

場合に限る。）の増築又は改築をする場合に

おいては、これらの規定は、適用しない。 

２ 法第３条第２項の規定により、第１３条

（第３１条第２項において準用する場合を含

む。第１号、第６項第１号及び第１１項にお

いて同じ。）、第２０条第３項若しくは第４

項、第２１条、第２２条第１項、第２４条第

１項、第４２条第３項、第４７条（主たる用

途に従属するものに限る。以下この条におい

て同じ。）又は第４８条第１項若しくは第２

項の規定の適用を受けない建築物について、

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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次の各号のいずれかに該当する増築又は改築

をする場合においては、法第３条第３項の規

定にかかわらず、これらの規定は、適用しな

い。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(1) 次のア及びイに該当するものであるこ

と。 

＿_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿ 

ア 増築又は改築に係る部分が火熱遮断壁

等で区画されるものであること。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

イ 増築又は改築に係る部分が、第１３

条、第２０条第３項若しくは第４項、第

２１条、第２２条第１項、第２４条第１

項、第４２条第３項、第４７条又は第

４８条第１項若しくは第２項の規定に適

合するものであること。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(2) 工事の着手が基準時（法第３条第２項の

規定により、この条例の規定の適用を受け

ない建築物において、同項の規定により引

き続きこの条例の規定（この条例の規定が

改正された場合においては、改正前の規定

を含む。）の適用を受けない期間の始期を

いう。以下この条において同じ。）以後で

ある増築又は改築に係る部分の対象床面積

の合計が５０平方メートルを超えないもの

であること。 

＿_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿ 

３ 法第３条第２項の規定により、第１５条、

第２０条第２項、第２３条第２項、第２８

条、第２９条、第３０条第２項、第３１条第

１項（第４号を除く。）、第３４条、第３５

条、第４０条、第４２条第１項（第２号を除

く。）若しくは第２項、第４９条第３号又は

第５０条第３号の規定の適用を受けない建築

物について、次の各号のいずれか（居室の部

分に係る増築にあっては、第１号）に該当す

る増築又は改築をする場合においては、法第

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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３条第３項の規定にかかわらず、これらの規

定は、適用しない。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(1) 次のア及びイに該当するものであるこ

と。 

＿_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿ 

ア 増築又は改築に係る部分及びその他の

部分が、増築又は改築後において、それ

ぞれ政令第１１７条第２項各号のいずれ

かに掲げる建築物の部分となるものであ

ること。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿ 

イ 増築又は改築に係る部分が、第１５

条、第２０条第２項、第２３条第２項、

第２８条、第２９条、第３０条第２項、

第３１条第１項（第４号を除く。）、第

３４条、第３５条、第４０条、第４２条

第１項（第２号を除く。）若しくは第２

項、第４９条第３号又は第５０条第３号

の規定に適合するものであること。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(2) 増築又は改築に係る部分の対象床面積の

合計が基準時における延べ面積の２０分の

１（５０平方メートルを超える場合にあっ

ては、５０平方メートル）を超えず、か

つ、当該増築又は改築が当該増築又は改築

に係る部分以外の部分における避難の安全

上支障とならないものであること。 

＿_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

４ 法第３条第２項の規定により、第１２条、

第１６条、第１９条、第３０条第３項、第

３１条第１項第４号又は第３６条の規定の適

用を受けない建築物について、増築（居室の

部分に係るものを除く。以下この項において

同じ。）又は改築に係る部分の対象床面積の

合計が基準時における延べ面積の２０分の１

（５０平方メートルを超える場合にあって

は、５０平方メートル）を超えず、かつ、当

該増築又は改築が当該増築又は改築に係る部

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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分以外の部分における避難及び消火の安全上

支障とならないものである場合には、法第３

条第３項の規定にかかわらず、これらの規定

は、適用しない。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

５ 法第３条第２項の規定により、第５０条

（第３号を除く。）又は第５１条第２号の規

定の適用を受けない建築物について、次の各

号のいずれかに該当する増築又は改築をする

場合においては、法第３条第３項の規定にか

かわらず、これらの規定は、適用しない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(1) 次のア及びイに該当するものであるこ

と。 

＿_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿ 

ア 増築又は改築に係る部分が火熱遮断壁

等で区画されるものであること。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

イ 増築又は改築に係る部分が、第５０条

（第３号を除く。）又は第５１条第２号

の規定に適合するものであること。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿ 

(2) 増築又は改築に係る部分の対象床面積の

合計が基準時における延べ面積の２０分の

１を超えず、かつ、当該増築又は改築が当

該増築又は改築に係る部分以外の部分にお

ける延焼の危険性を増大させないものであ

ること。 

＿_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿ 

６ 法第３条第２項の規定により、次の各号に

掲げる規定の適用を受けない建築物であっ

て、これらの規定に規定する基準の適用上一

の建築物であっても別の建築物とみなすこと

ができる部分として当該各号に掲げる建築物

の部分（以下この項において「独立部分」と

いう。）が２以上あるものについて、増築又

は改築をする場合においては、同条第３項の

規定にかかわらず、当該増築又は改築に係る

独立部分以外の独立部分に対しては、これら

の規定は、適用しない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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(1) 第１３条、第２０条第３項若しくは第４

項、第２１条、第２２条第１項、第２４条

第１項、第４２条第３項、第４７条、第４

８条第１項若しくは第２項、第５０条

（第３号を除く。）又は第５１条第２

号の規定 政令第１０９条の８に規定す

る建築物の部分 

＿_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(2) 第１５条、第２０条第２項、第２３条第

２項、第２８条、第２９条、第３０条第２

項、第３１条第１項（第４号を除く。）、

第３４条、第３５条、第４０条、第４２条

第１項（第２号を除く。）若しくは第２

項、第４９条第３号又は第５０条第３号の

規定１政令第１１７条第２項各号に掲げる

建築物の部分 

＿_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿ 

７ 法第３条第２項の規定により、第１１条、

第１４条、第２３条第１項、第３０条第１

項、第３７条、第３９条又は第５１条（第２

号を除く。）から第５３条までの規定の適用

を受けない建築物について、増築又は改築を

する場合においては、法第３条第３項の規定

にかかわらず、当該増築又は改築に係る部分

以外の部分に対しては、これらの規定は、適

用しない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

８ 法第３条第２項の規定により、第６条、第

７条、第９条、第１２条、第１３条、第１６

条、第１９条、第２２条、第２６条から第

２８条まで、第３０条から第３３条まで、第

４２条又は第４６条から第４８条までの規定

の適用を受けない建築物について、増築又は

改築をする場合で、かつ、市長が安全上若し

くは防火上の危険の度若しくは衛生上の有害

の度が低くなると認め、又は特別の事情によ

りやむを得ないと認めて許可した場合におい

２ 法第３条第２項の規定により、第６条、第

７条、第９条、第１２条、第１３条、第１６

条、第１９条、第２２条、第２６条から第

２８条まで、第３０条から第３３条まで、第

４２条又は第４６条から第４８条までの規定

の適用を受けない建築物について、増築又は

改築をする場合で、かつ、市長が安全上若し

くは防火上の危険の度若しくは衛生上の有害

の度が低くなると認め、又は特別の事情によ

りやむを得ないと認めて許可した場合におい
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ては、法第３条第３項の規定にかかわらず、

これらの規定は、適用しない。 

ては、これらの規定は、適用しない。 

９ 法第３条第２項の規定により、第６条、第

７条、第９条、第１１条から第１６条まで、

第１９条、第２０条第２項から第５項まで、

第２１条から第２３条まで、第２４条第１

項、第２６条から第４０条まで、第４２条、

第４６条から第４８条まで、第４９条第３

号、第５０条第３号又は第５１条（第２号を

除く。）から第５３条までの規定の適用を受

けない建築物について、大規模の修繕又は大

規模の模様替をする場合においては、法第３

条第３項の規定にかかわらず、これらの規定

は、適用しない。 

３ 法第３条第２項の規定により、第６条、第

７条、第９条、第１２条から第１４条まで、

第１６条、第１９条、第２２条、第２３条、

第２６条から第２８条まで、第３０条から第

４０条まで、第４２条又は第４６条から第

４８条までの規定の適用を受けない建築物に

ついて、大規模の修繕又は大規模の模様替を

する場合においては、これらの規定は、適用

しない。 

１０ 法第３条第２項の規定により、第５０条

（第３号を除く。）又は第５１条第２号の規

定の適用を受けない建築物における屋根又は

外壁に係る大規模の修繕又は大規模の模様替

をする場合においては、法第３条第３項の規

定にかかわらず、これらの規定は、適用しな

い。 

 

１１ 第６項（第１３条、第２１条、第５０条

（第３号を除く。）及び第５１条第２号に係

る部分を除く。以下この項において同じ。）

及び第７項（第５１条（第２号を除く。）か

ら第５３条までに係る部分を除く。以下この

項において同じ。）の規定は、これらの規定

の適用を受けない建築物の用途を変更する場

合について準用する。この場合において、第

６項中「増築又は改築」とあるのは「用途の

変更」と、「同条第３項」とあるのは「法第

８７条第３項」と、第７項中「増築又は改

築」とあるのは「用途の変更」と、「法第３

条第３項」とあるのは「法第８７条第３項」

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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と読み替えるものとする。 

１２ 法第３条第２項の規定により、第７条の

３第１項の規定の適用を受けない建築物につ

いて、建築をする場合で、かつ、市長が周囲

の住居の環境を害するおそれがないと認めて

建築審査会の同意を得て許可した場合におい

ては、法第３条第３項の規定にかかわらず、

第７条の３第１項の規定は、適用しない。 

４ 法第３条第２項の規定により、第７条の３

第１項の規定の適用を受けない建築物につい

て、建築をする場合で、かつ、市長が周囲の

住居の環境を害するおそれがないと認めて建

築審査会の同意を得て許可した場合において

は、同項の規定は、適用しない。 

１３ 法第３条第２項の規定により、第７条の

３第１項の規定の適用を受けない建築物につ

いて、大規模の修繕、大規模の模様替又は用

途の変更をする場合においては、法第３条第

３項の規定にかかわらず、第７条の３第１項

の規定は、適用しない。 

５ 法第３条第２項の規定により、第７条の３

第１項の規定の適用を受けない建築物につい

て、大規模の修繕、大規模の模様替又は用途

の変更をする場合においては、同項の規定

は、適用しない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿ 

 

６ 法第３条第２項の規定により、第１１条の

規定の適用を受けない建築物の増築又は改築

を行う場合において、増築又は改築をする部

分以外の部分については、同条の規定は、適

用しない。 

 

（避難上の安全の検証を行う建築物の階に対

する基準の適用） 

（避難上の安全の検証を行う建築物の階に対

する基準の適用） 

第５７条 建築物の階のうち、政令第１２９条

第１項の規定により階避難安全性能を有する

ものであることについて、階避難安全検証法

により確かめられたもの又は国土交通大臣の

認定を受けたものについては、第１４条、第

２３条第１項、第２８条、第３０条第１項及

び第２項、第３７条（第４項第２号を除

く。）又は第４０条（第１項を除く。）の規

定は、適用しない。 

 

第５７条 建築物の階のうち、政令第１２９条

第１項の規定により階避難安全性能を有する

ものであることについて、階避難安全検証法

により確かめられたもの又は国土交通大臣の

認定を受けたものについては、第１４条、第

２３条第１項、第２８条、第３０条第１項、

第３７条（第４項第２号を除く。）又は第

４０条（第１項を除く。）の規定は、適用し

ない。 

 

（避難上の安全の検証を行う建築物に対する

基準の適用） 

（避難上の安全の検証を行う建築物に対する

基準の適用） 
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第５８条 政令第１２９条の２第１項の規定に

より全館避難安全性能を有するものであるこ

とについて、全館避難安全検証法により確か

められたもの又は国土交通大臣の認定を受け

た建築物については、第１４条、第２３条第

１項、第２８条、第３０条第１項及び第２

項、第３４条、第３５条第２項、第３７条

（第４項第２号を除く。）、第４０条（第１

項を除く。）又は第５０条の規定は、適用し

ない。 

 

第５８条 政令第１２９条の２第１項の規定に

より全館避難安全性能を有するものであるこ

とについて、全館避難安全検証法により確か

められたもの又は国土交通大臣の認定を受け

た建築物については、第１４条、第２３条第

１項、第２８条、第３０条第１項、第３４

条、第３５条第２項、第３７条（第４項第２

号を除く。）、第４０条（第１項を除く。）

又は第５０条の規定は、適用しない。 

 

（耐火に関する性能の検証を行う建築物に対

する基準の適用） 

（耐火に関する性能の検証を行う建築物に対

する基準の適用） 

第５９条 特定主要構造部が政令第１０８条の

４第１項第１号又は第２号に該当する建築物

（次項に規定する建築物を除く。）につい

て、第１３条、第１５条第２項、第１６条第

３項、第２１条、第２４条第１項、第２８条

第２号、第３３条第２項、第３４条第１項、

第３６条第４項、第３７条第２項、第４５条

第１項第１号、第４７条、第４８条第２項、

第５０条第１号及び第５１条第２号の規定を

適用する場合においては、当該建築物の部分

で特定主要構造部であるものの構造は、耐火

構造とみなす。 

第５９条 主要構造部が政令第１０８条の３第

１項第１号又は第２号に該当する建築物（次

項に規定する建築物を除く。）について、第

１３条、第１５条第２項、第１６条第３項、

第２１条、第２４条第１項、第２８条第２

号、第３３条第２項、第３４条第１項、第

３６条第４項、第３７条第２項、第４５条第

１項第１号、第４７条、第４８条第２項、第

５０条第１号及び第５１条第２号の規定を適

用する場合においては、当該建築物の部分で

主要構造部であるものの構造は、耐火構造と

みなす。 

２ 次に掲げる建築物について、第２８条第２

号、第４５条第１項、第４８条第２項及び第

５０条第１号の規定を適用する場合において

は、当該建築物の部分で特定主要構造部であ

るものの構造は耐火構造と、防火設備の構造

は特定防火設備とみなし、当該建築物の部分

に対する第２８条第２号、第４５条第１項第

１号及び第２号、第４８条第２項並びに第

５０条第１号の規定以外の前項の規定の適用

２ 次に掲げる建築物について、第２８条第２

号、第４５条第１項、第４８条第２項及び第

５０条第１号の規定を適用する場合において

は、当該建築物の部分で主要構造部であるも

のの構造は耐火構造と、防火設備の構造は特

定防火設備とみなし、当該建築物の部分に対

する第２８条第２号、第４５条第１項第１号

及び第２号、第４８条第２項並びに第５０条

第１号の規定以外の前項の規定の適用につい
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については、当該建築物の部分で特定主要構

造部であるものの構造は、耐火構造とみな

す。 

ては、当該建築物の部分で主要構造部である

ものの構造は、耐火構造とみなす。 

(1) 特定主要構造部が政令第１０８条の４第

１項第１号に該当する建築物（特定主要構

造部である床又は壁（外壁を除く。）の開

口部に設けられた防火設備の性能につい

て、防火区画検証法により確かめられたも

のであるものに限る。） 

(1) 主要構造部が政令第１０８条の３第１項

第１号に該当する建築物（主要構造部であ

る床又は壁（外壁を除く。）の開口部に設

けられた防火設備の性能について、防火区

画検証法により確かめられたものであるも

のに限る。） 

(2) 特定主要構造部が政令第１０８条の４第

１項第２号に該当する建築物（特定主要構

造部である床又は壁（外壁を除く。）の開

口部に設けられた防火設備の性能につい

て、国土交通大臣の認定を受けたものであ

るものに限る。） 

 

(2) 主要構造部が政令第１０８条の３第１項

第２号に該当する建築物（主要構造部であ

る床又は壁（外壁を除く。）の開口部に設

けられた防火設備の性能について、国土交

通大臣の認定を受けたものであるものに限

る。） 

 

第６１条 第４条、第５条第１項若しくは第３

項、第６条、第７条、第７条の３第１項、第

９条から第１７条まで、第１９条、第２０条

第１項から第４項まで、第２１条、第２２条

第１項、第２３条、第２４条第１項若しくは

第２項、第２５条、第２６条第１項、第２７

条、第２８条、第３０条、第３１条、第３２

条第１項、第３３条第１項、第３項若しくは

第４項、第３４条、第３５条、第３６条第１

項から第３項まで、第３７条第１項、第３項

若しくは第４項、第３８条から第４１条ま

で、第４２条第１項若しくは第３項、第４５

条、第４６条第１項若しくは第４項、第４７

条、第４８条第１項、第４９条又は第５０条

の規定に違反した建築物、工作物又は建築設

備の設計者（設計図書に記載された法第９８

条第１項第２号に規定する認定建築材料等

（以下この項において「認定建築材料等」と

第６１条 第４条、第５条第１項若しくは第３

項、第６条、第７条、第７条の３第１項、第

９条から第１７条まで、第１９条から第２３

条まで、第２４条第１項若しくは第２項、第

２５条、第２６条第１項、第２７条、第２８

条、第３０条、第３１条、第３２条第１項、

第３３条第１項、第３項若しくは第４項、第

３４条、第３５条、第３６条第１項から第３

項まで、第３７条第１項、第３項若しくは第

４項、第３８条から第４１条まで、第４２条

第１項若しくは第３項、第４５条、第４６条

第１項若しくは第４項、第４７条、第４８条

第１項、第４９条又は第５０条の規定に違反

した建築物、工作物又は建築設備の設計者

（設計図書に記載された法第９８条第１項第

２号に規定する認定建築材料等（以下この項

において「認定建築材料等」という。）の全

部又は一部として当該認定建築材料等の全部
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いう。）の全部又は一部として当該認定建築

材料等の全部又は一部と異なる建築材料又は

建築物の部分を引き渡した場合においては、

当該建築材料又は建築物の部分を引き渡した

者、設計図書を用いないで工事を施工し、又

は設計図書に従わないで工事を施工した場合

（設計図書に記載された認定建築材料等と異

なる建築材料又は建築物の部分を引き渡され

た場合において、当該建築材料又は建築物の

部分を使用して工事を施工した場合を除

く。）においては、その建築物、工作物又は

建築設備の工事施工者）は、５０万円以下の

罰金に処する。 

又は一部と異なる建築材料又は建築物の部分

を引き渡した場合においては、当該建築材料

又は建築物の部分を引き渡した者、設計図書

を用いないで工事を施工し、又は設計図書に

従わないで工事を施工した場合（設計図書に

記載された認定建築材料等と異なる建築材料

又は建築物の部分を引き渡された場合におい

て、当該建築材料又は建築物の部分を使用し

て工事を施工した場合を除く。）において

は、その建築物、工作物又は建築設備の工事

施工者）は、５０万円以下の罰金に処する。 

２・３ （略） 

 

２・３ （略） 

 

 


